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1. 平成17年12月期の連結業績（平成17年１月１日～平成17年12月31日）
(1) 連結経営成績 （百万円未満切捨て）

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

－
－ －

 (注) ① 持分法投資損益  　　　17年12月期     －  百万円    16年12月期     －  百万円

② 期中平均株式数(連結)  17年12月期   10,305,979株    16年12月期　 10,316,973株

③ 会計処理の方法の変更       有

(2) 連結財政状態 （百万円未満切捨て）

百万円 百万円 ％ 円 銭

 (注) 期末発行済株式数(連結)　 17年12月期　 10,302,374株　 16年12月期 　10,312,519株

(3)連結キャッシュ・フローの状況 （百万円未満切捨て）

百万円 百万円 百万円 百万円

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　　連結子会社数　２ 社　　持分法適用非連結子会社数　　－ 社　　持分法適用関連会社数　　－ 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　連結(新規)　　－ 社　　(除外)　　－ 社　　　持分法(新規)　－ 社　　　(除外)　－ 社

2. 平成18年12月期の連結業績予想（平成18年１月１日～平成18年12月31日）

百万円 百万円 百万円

　※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な

　　要因によって予想数値と異なる場合があります。

　　なお、上記業績予想に関する事項につきましては、添付資料６ページをご参照下さい。
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　　　１．企業集団の状況

　当社の企業集団は、当社・非連結子会社２社・連結子会社２社及びその他の関係会社２社で構成され、ホテル事業を主

力事業として、併せて料理旅館業及びビル管理業務請負事業・酒類食料品販売業運営並びにそれに附帯するサービス事業

活動を展開しております。

（１）当社、子会社及びその他の関係会社の主な業務内容

　　当　社 ㈱京都ホテル ホテル事業

　　連結子会社 有限責任中間法人

　おいけインベストメント

(有)おいけプロパティ 特別目的会社

　　非連結子会社 京都ホテル実業㈱ 料理旅館業

京都ホテルサービス㈱ ビル管理業務請負事業

酒類食料品販売業

　　その他の関係会社 ㈱ホテルオークラ ﾎﾃﾙ営業会社等の支配・管理及び

ﾎﾃﾙ・食堂等の技術指導並びに

不動産の賃貸借

㈱ニチレイ 食品事業及び低温物流事業並びに

不動産事業

（２）事業の系統図

※３
業務提携契約・販売提携契約

㈱ニチレイ
※３

借入金に対する債務保証

ホテルサービス

　　　 施設の賃貸 　サービスの
100％　子会社 ※２ 　提供

関連サービス

100％　子会社 ※２

有限責任中間法人 ※１
基金拠出

　　出資

　資金の貸付
匿名組合出資 ※１

　　信託
「京都ホテルオークラ」
　　　　の賃借　　　

※１ 連結子会社
※２ 非連結子会社で持分法非適用会社
※３ その他の関係会社

金 融 機 関

不 動 産 信 託

㈱ホテルオークラ

㈱
　
京
　
都
　
ホ
　
テ
　
ル
　
（
当
　
社
）

受 託 者

京 都 ホ テ ル サ ー ビ ス ㈱

お い け イン ベス トメ ント

( 有 ) お い け プ ロ パ テ ィ

中間法人

一　　般
京 都 ホ テ ル 実 業 ㈱

顧　　客
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２．経営方針
　(1)会社の経営の基本方針

「お客様第一主義に徹し、お客様に心の満足を提供する」という経営理念のもと

　・基本動作の励行

　・営業力の強化

　・生産性の向上

　・環境問題への取組

を本年の重点施策としております。

　(2)会社の利益配分に関する基本方針

当社は、内部留保の確保に留意して財務体質の改善強化を推し進め、株主の皆様に適切な利益配分を実施する

ことを方針としております。なお、現在の最重要課題は株主の皆様への早期復配を実現する事であり、目標経

営指標を確実に達成してゆくよう全力を傾けて参ります。

  (3)目標とする経営指標

平成１６年３月３０日に発表いたしました平成１６年～１８年の『経営再建計画』の業績計画数値は、①売上

高　②ＧＯＰ（資本費控除前営業利益）　③営業利益等ですが、特にホテル業界の運営指標であるＧＯＰを経

営指標とし、売上の増大を目指し、経費面では原価率・変動経費率・固定費額等の指標目標を定め、コストコ

ントロールを実施しております。なお、ＧＯＰとは営業利益に建物施設等にかかる賃借料・減価償却費・租税

公課等を加算したものであります。

（参考）GOP ＝ Gross Operating Profit

  (4)中長期的な会社の経営戦略及び対処すべき課題

平成１７年１月１２日に当社筆頭株主が株式会社ニチレイより株式会社ホテルオークラへと替わりました。今

後は、株式会社ホテルオークラとの連携をより強固なものとして「顧客満足度」の更なる向上を最優先課題と

して取組み、お客様のご期待に全力で応えて参ります。また、関係諸方面のご支援により京都ホテルオークラ

の賃料が大幅に下がったことより、経常利益で大幅な改善をみました。今後は、この利益体質を確固たるもの

とし、繰越損失の早期解消、さらに財務体質の強化を図ってゆく所存でございます。

  (5)ｺｰﾎﾟﾚｰﾄ・ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況

(コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方)
当社は、宿泊、婚礼のお客様の声が翌日にはデータベース上に記録され、管理責任者から担当取締役または社

長まで一元的に見ることが出来る体制が出来ており、その対処の指示が迅速かつ的確に行なえるようになって

おります。このようにお客様をはじめ、株主、従業員などステークホルダーの信頼を高めるために、各方面よ

りの情報の収集とそれによる迅速かつ的確な意思決定が可能な情報収集ツールの充実、組織体制の確立を図っ

ております。

(コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況)

①　当社では、社外役員（社外取締役３名及び社外監査役１名）を交えた取締役会において経営上の重要事

　項が討議され、また、業績の進捗状況も協議されて対策等を検討しており、本年度よりは経営意思決定の

　迅速化を図るべく従来９名いた取締役を７名に減らしました。また、常勤の取締役会メンバーと主要部門

　長で構成する業績検討会議は、売上に関しては毎月、コスト面に関しては年５回(４.５.７.10.12月)開催

　することにより、迅速な意思決定と対応が取れる経営体制となっております。監査役会は常勤の監査役１

　名と非常勤監査役２名で構成されておりますが、非常勤監査役のうち１名は社外監査役として弁護士を選

　任し、適法性を高めております。さらに、内部管理面については、社長室が年間計画による業務監査を実

　施しており、内部統制の実効性を高めております。

　弁護士・監査法人につきましては、顧問弁護士は弁護士事務所と顧問契約を締結しており、必要に応じて

　アドバイスを受けております。会計監査につきましては、中央青山監査法人と監査契約を結び、財務書類

　の監査証明を受けております。
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②会社と会社の社外取締役及び社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係の概要

　親会社等である株式会社ホテルオークラの代表取締役松井幹雄氏が当社の社外取締役として就任しており、

　同社とは業務提携契約を締結しております。

　また、株式会社ニチレイプロサーヴの代表取締役横田浩二氏が当社の社外取締役として就任しており、同

　社とは派遣契約取引および不動産賃貸借取引(平成17年11月23日まで)があります。

　なお、社外監査役の河上和雄氏とは該当事項はありません。

③会社のコーポレート・ガバナンスの充実に向けた取組みの最近１年間における実施状況

　当社はコーポレート・ガバナンスの観点から、各種委員会を設置し、年間開催計画を組み、委員長及び副

　委員長並びに関係部署から構成メンバーを選出し、内部統制、リスク管理を充実させております。

  (6)親会社等に関する事項

①親会社等の商号等

親会社等 属性
親会社等の
議決権所有
割合(％)

当社が他の会社の関連

㈱ホテルオークラ 会社である場合におけ 24.1 なし

る当該他の会社

当社が他の会社の関連

㈱ニチレイ 会社である場合におけ 19.4

る当該他の会社

②親会社等のうち、当社に与える影響が最も大きいと認められる会社の商号およびその理由

当社に与える影響が最も大きいと考えられる会社の商号 その理由

㈱ホテルオークラ 議決権をより多く有しているため

株式会社ホテルオークラは当社の関係会社(その他の関係会社)であり、当社議決権24.1％を保有する筆頭株主

であります。平成17年12月末現在、株式会社ホテルオークラの代表取締役が当社の社外取締役を兼務してお

り、また、当社取締役３名が株式会社ホテルオークラの執行役員を兼務しております。株式会社ニチレイは、

当社の関係会社(その他の関係会社)であり、当社議決権の19.4％を保有する第２位の株主であります。また、

株式会社ニチレイは、当社の借入金2,531百万円の債務保証をしております。

親会社等が発行する株券が上場
されている証券取引所等

㈱東京証券取引所　市場第一部
㈱大阪証券取引所　市場第一部
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３．経営成績及び財政状態
　(1)経営成績

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業業績を背景に設備投資が増加、雇用・所得の改善による個

人消費も堅調に推移、景気は自律的回復の兆しを示してまいりました。

旅行業界におきましては、３月から９月まで開催された愛知万博の影響と底堅い京都人気により、海外からの

観光客の増加とともに邦人観光客のホテル利用も順調に増加いたしました。

京都のホテル業界におきましては、愛知万博などの影響もあり宿泊部門は順調な売上を示しました。しかし宴

会部門におきましては、婚礼スタイルの多様化、個性化の傾向が一層進み、市内ホテルの婚礼施設の増設また

秋口には京都駅近辺の大型ホテルの客室増室、婚礼施設の新設などもあり同業者間の競争は更に厳しさを増し

ました。

このような状況のなか、当社はホテルオークラとの提携を一層強化、販売組織の見直しにより営業力の強化を

図りました。特にホテル館外での業容拡大のため、４月からの同志社校友会が運営する新島会館の業務受託お

よび京都迎賓館での接遇業務を平成１７年１０月から平成１８年３月までの６ヶ月間受注いたしました。中で

も京都迎賓館での接遇業務に関しましては、ブッシュ米国大統領をはじめ世界各国の賓客接遇に対しての高い

評価を受けることが出来ました。これらの経験を糧に京都を代表するホテルとして更なるブランドの向上を

図ってまいります。

一方管理面では、コストコントロールの徹底に不断の努力を傾けるとともにサービスの向上と効率経営のため

業務改善についても努力を重ねてまいりました。

これらの結果、連結売上高は98億2,734万円(前期比2.9％減)、利益面では連結経常利益は5億4,365万円(前期

比1.5％減)、連結当期純利益は4億4,492万円(前期比184.0％増)となりました。

なお、前期はたかつき京都ホテルへの営業譲渡に関する債権を一時金にて清算したため、減額部分(3億2,690

万円)を貸倒引当金繰入額として特別損失に計上しております。

　　ホテル事業の部門別の営業概況は次のとおりであります。

宿泊部門

京都ホテルオークラでは、国内地方都市からの団体客や個人客が伸び悩んだものの、インターネット経由の予

約や外国からの団体客、個人客が増加致しました。特に愛知万博期間中の外国人客の増加と、11月の米国大統

領訪日に伴うホワイトハウススタッフの宿泊が売上増に寄与致しました。

からすま京都ホテルは、稼動客室を増やしました。特にインターネット経由予約が好調でした。しかし、単価

の安いインターネット予約が増えたため、売上高は前期比微増にとどまりました。客室稼働率は京都ホテルオ

ークラが83.4％（前期比0.5ﾎﾟｲﾝﾄ増）、からすま京都ホテルは81.4％（前期比3.5ﾎﾟｲﾝﾄ増）となりました。

この結果、売上高は29億6,213万円(前期比1.1％増)となりました。

宴会部門

京都ホテルオークラの一般宴会は、きめ細かな行動計画の実施と商品毎に販売時期を考慮したセールス活動に

より前期実績を上回りました。一方婚礼宴会は、ハウスウェデングなど顧客志向の多様化や競合他社との競争

激化で受注件数が大幅に落ち込み、全体としては前期の売上を大きく下回りました。

からすま京都ホテルにおきましては、お得意先の掘り起こし、新規顧客開拓、ローラーセールスなど積極的な

セールス活動を展開いたしましたものの、前期の売上を下回りました。

この結果、売上高は35億9,774万円(前期比7.7％減)となりました。

レストラン部門

京都ホテルオークラでは、カフェ「レックコート」が喫茶、惣菜ともに売上を伸ばし、中国料理「桃李」、バ

イキングレストラン「オリゾンテ」も好調に推移しましたが、京料理「入舟」、フランス料理「ピトレスク」

が前期実績に及ばず、全体では前期比微減となりました。

からすま京都ホテルはカフェテリア「グランドール」では季節ごとにバイキング営業を行い、中国料理「桃

李」はオーダーバイキングや半額フェアーを実施し売上を伸ばしましたが、味処「すすほり」が前期実績を下

回りました。

この結果、売上高は26億4,381万円(前期比1.1％減)となりました。

その他部門

フィットネスクラブ、施設賃貸料、電話・煙草売上などの売上高は前期とほぼ同額の6億2,365万円となりまし
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た。

　　売上高を部門別に示しますと、次のとおりであります。

　(2)次期の見通し

今後のわが国経済の見通しにつきましては、原油高や海外経済の減速といった懸念材料があるものの、回復の

踊り場を抜け出した景気は設備投資、個人消費を中心に安定感を増していくものと予想されております。
しかしながら、個人消費の増加がホテルの宿泊や宴会、レストランの需要増加に結びつくかどうかは予断を許

さない状況にあると思われます。特に京都のホテル業界では、昨年度観光客の需要を押し上げたＮＨＫの大河
ドラマや愛知万博等の大きな催しもなく、婚礼宴会のホテルへの回帰には多大な努力を要すると思われます。

また、新たな外資系ホテルおよび新規のホテル進出が予定され、厳しいホテル間競争が続くものと思われま

す。
このような環境のもと、当社は経営理念に掲げている「顧客第一主義に徹し、お客様に心の満足を提供する」

ことを一層徹底するため、ホテルオークラとの提携、協力関係を更に強め、営業力の強化に全力を傾注して参

ります。

また、京都ホテルオークラの客室および宴会予約サロンの改装、ならびにからすま京都ホテルの宴会場改装な

ど、多様化する顧客のニーズに対応するために施設の充実を図ります。さらに新商品の企画・開発と調理・

サービスのレベル向上に努め、売上増加に向けて全社一丸となって邁進してまいります。

京都ホテルオークラでは本年から３ヵ年計画で客室のリニューアルを実施いたしますが、この客室改装は「シ

ンプル＆エレガント」を基本コンセプトに、安らぎと癒しを醸し出す和とモダンを融合させたデザインを基調

にしております。また、春には全客室のベッドを新調しお客様の快適性を向上させてまいります。
一方管理面におきましては、コストコントロールと業務改善活動を推進、経費管理を徹底してまいります。顧

客の安全・安心を確保するため、関係法令の遵守、徹底を図り企業の社会的責任を果たしてまいります。平成

１３年認証をうけましたＫＥＳ（環境マネジメントシステム・スタンダード）を基本に当社は「環境宣言」を

策定、環境管理重点テーマとして「①廃棄物量の削減②紙類使用量の削減③地域の美化保全活動等の社会貢

献」を全社規模にて取り組んでまいりました。この環境保全活動を今後一層強化、徹底してまいります。
次期の業績の見通しにつきましては、売上高103億600万円、経常利益２億9,900万円、当期純利益１億8,400

万円を予定しております。

部　　門

宴 会 部 門

レ ス ト ラ ン 部 門

宿 泊 部 門

2,643,814 26.9　　

売上高(千円) 構成比(％)

2,962,130 30.1　　

6.4　　

合　　計 9,827,345 100.0　　

そ の 他 部 門 623,651

3,597,748 36.6　　
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　(3)財政状態

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、借入金の返済および利息の支払、

長期未収入金の減少等の要因により当連結会計年度末には12億8,506万円となりました。

当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は10億5,997万円となりました。これは主に税金等調整前当期純利益の増加、長

期未収入金の減少によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は１億8,503万円となりました。これは主に有形固定資産の取得によるものであ

ります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は10億2,420万円となりました。これは主に長期借入金および短期借入金の返済

によるものであります。

当社グループのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりです。
平成13年12月期 平成14年12月期 平成15年12月期 平成16年12月期 平成17年12月期

期末 期末 期末 期末 期末

―　 ―　 ―　 2.5 4.6

―　 ―　 ―　 15.3 33.8

―　 ―　 ―　 28.6 18.2

―　 ―　 ―　 2.1 1.9

(注)　株主資本比率:株主資本／総資産

　　　時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産

　　　債務償還年数：有利子負債／営業ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ

　　　ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ：営業ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ／利払い

※いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

※有利子負債は連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。

※営業ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰおよび利払いは、連結ｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ計算書に計上されている「営業活動によるｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ」および「利息

　の支払額」を用いております。

※株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

※前連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前のｷｬｯｼｭ・ﾌﾛｰ指標のﾄﾚﾝﾄﾞは記載をしておりません。

時価ﾍﾞｰｽの株主資本比率（％）

債務償還年数（年）

ｲﾝﾀﾚｽﾄ・ｶﾊﾞﾚｯｼﾞ・ﾚｼｵ（倍）

株主資本比率（％）
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４．連結財務諸表等

(1)連結貸借対照表
(単位：千円未満切捨て)

増　減

(△は減)

注記
番号

構成比
（％）

構成比
（％） 金　額

（ 資 産 の 部 ）

Ⅰ　流 　動 　資 　産

１． 現 金 及 び 預 金 1,454,336 1,305,062

２． 売 掛 金 510,511 535,607

３． た な 卸 資 産 101,479 109,858

４． そ の 他 59,530 49,393

５． 貸 倒 引 当 金 △ 1,000 △ 1,000

流動資産合計 2,124,858 8.8 1,998,921 8.5 △ 125,936

Ⅱ　固　 定　 資　 産

１． 有 形 固 定 資 産 ※2

(1) 建 物 及 び 構 築 物 17,896,883 17,956,378

減価償却累計額 2,025,241 15,871,642 2,608,153 15,348,225

(2) 機 械 装 置 及 び 運 搬 具 623,667 615,973

減価償却累計額 525,384 98,282 528,477 87,496

(3) 器 具 及 び 備 品 2,261,866 2,211,570

減価償却累計額 1,924,667 337,198 1,878,206 333,363

(4) 土 地 5,076,072 5,076,072

有形固定資産合計 21,383,196 88.2 20,845,157 89.1 △ 538,039

２． 無 形 固 定 資 産 14,369 0.0 21,594 0.1 7,224

３． 投 資 そ の 他 の 資 産

(1) 投 資 有 価 証 券 ※1 223,001 280,648

(2) 長 期 未 収 入 金 577,863 －

(3) そ の 他 280,738 247,680

(4) 貸 倒 引 当 金 △ 353,500 △ 8,700

投資その他の資産合計 728,103 3.0 519,628 2.2 △ 208,474

固定資産合計 22,125,670 91.2 21,386,380 91.5 △ 739,289

資　　産　　合　　計 24,250,528 100.0 23,385,302 100.0 △ 865,226

当連結会計年度

(平成17年12月31日)

金　　額区　　分 金　　額

前連結会計年度

(平成16年12月31日)
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(単位：千円未満切捨て)
増　減

(△は減)

注記
番号

構成比
（％）

構成比
（％） 金　額

（ 負 債 の 部 ）

Ⅰ　流 　動 　負   債

１． 買 掛 金 239,536 229,472

２． 短 期 借 入 金 2,998,200 2,597,400

３． 1年以内返済予定長期借入金 604,000 515,000

４． 未 払 法 人 税 等 1,320 25,162

５． 未 払 金 614,599 427,139

６． そ の 他 548,310 470,038

流動負債合計 5,005,966 20.6 4,264,214 18.2 △ 741,752

Ⅱ　固　 定　 負   債

１． 長 期 借 入 金 16,683,420 16,153,420

２． 退 職 給 付 引 当 金 155,210 152,511

３． 預 り 保 証 金 1,802,955 1,654,104

４． 役 員 退 職 慰 労 引 当 金 － 59,911

５． 繰 延 税 金 負 債 － 27,608

固定負債合計 18,641,585 76.9 18,047,555 77.2 △ 594,029

負　　債　　合　　計 23,647,552 97.5 22,311,769 95.4 △ 1,335,782

（ 資 本 の 部 ）

Ⅰ 　資　　　本　　　金 ※3 950,000 3.9 950,000 4.1 －

Ⅱ 209,363 0.9 209,363 0.9 －

Ⅲ △ 559,022 △ 2.3 △ 114,094 △ 0.5 444,927

Ⅳ 　その他有価証券評価差額金 10,387 0.0 40,426 0.2 30,038

Ⅴ 　自　 己　　株　　式 ※4 △ 7,752 △ 0.0 △ 12,162 △ 0.1 △ 4,409

資　　本　　合　　計 602,976 2.5 1,073,532 4.6 470,556

24,250,528 100.0 23,385,302 100.0 △ 865,226

当連結会計年度

(平成17年12月31日)

金　　額

前連結会計年度

　利　益　剰　余　金

負 債 及 び 資 本 合 計

(平成16年12月31日)

　資　本　剰　余　金

区　　分 金　　額
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(2)連結損益計算書
(単位：千円未満切捨て)

注記
番号

百分比
(％)

百分比
(％) 金　額

Ⅰ 売       上       高 10,123,581 100.0 9,827,345 100.0 △ 296,235

Ⅱ 売　  上　　原　　価 2,183,378 21.6 2,002,044 20.4 △ 181,333

売 上 総 利 益 7,940,203 78.4 7,825,301 79.6 △ 114,901

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 7,156,493 70.7 6,744,096 68.6 △ 412,396

営 業 利 益 783,710 7.7 1,081,204 11.0 297,494

Ⅳ 営業外収益

1. 77 2,486

2. 33,974 1,608

3. 　　　　　－ 33,346

4. 32,033 66,085 0.7 6,774 44,215 0.4 △ 21,869

Ⅴ 営業外費用

1. 284,009 545,226

2. 13,955 297,965 2.9 36,540 581,766 5.9 283,801

経 常 利 益 551,830 5.5 543,653 5.5 △ 8,176

Ⅵ 特 別 利 益

1. 　　　　　－ 　　　　　－ 　　　－ 2,917 2,917 0.0 2,917

Ⅶ 特 別 損 失

1. 　　　　　－ 84,030

2. ※2 9,629 16,690

3. 22,085 　　　　　－

4. 326,900 　　　　　－

5. 31,200 　　　　　－

6. 4,265 394,080 3.9 　　　　　－ 100,720 1.0 △ 293,360

157,749 1.6 445,850 4.5 288,100

1,080 922

　　　　　－ 1,080 0.0 　　　　　－ 922 0.0 △ 157

156,669 1.6 444,927 4.5 288,258

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

役員退職慰労引当 金繰 入額

増　減
(△は減)

当連結会計年度

(自 平成17年 1月 1日

　至 平成17年12月31日)

金　　    額金　　    額

そ の 他

前連結会計年度

当 期 純 利 益

支 払 利 息

そ の 他

役 員 退 職 慰 労 金

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

固 定 資 産 評 価 損

固 定 資 産 除 却 損

賃 借 契 約 解 約 違 約 金

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

貸 倒 引 当 金 戻 入 益

(自 平成16年 1月 1日

　至 平成16年12月31日)

消 費 税 還 付 額

区　　分

受 取 利 息

受 取 配 当 金
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(3)連結剰余金計算書
(単位：千円未満切捨て)

注記
番号

（資本剰余金の部)

Ⅰ　資本剰余金期首残高 209,363 209,363

Ⅱ　資本剰余金期末残高 209,363 209,363

（利益剰余金の部)

Ⅰ　利益剰余金期首残高 △ 715,691 △ 559,022

Ⅱ　利益剰余金増加高

　　当期純利益 156,669 156,669 444,927 444,927

Ⅲ　利益剰余金期末残高 △ 559,022 △ 114,094

当連結会計年度

(自 平成17年 1月 1日

　至 平成17年12月31日)

金　　    額区　　分 金　　    額

前連結会計年度

(自 平成16年 1月 1日

　至 平成16年12月31日)

－11－



(4) 連結キャッシュ・フロー計算書
(単位：千円未満切捨て)

注記
番号

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

157,749 445,850

367,332 699,452

326,300 △ 344,800

32,060 △ 2,699

－ 59,911

△ 34,051 △ 4,094

284,009 545,226

8,607 16,690

31,200 － 

△ 8,755 △ 25,096

△ 4,746 △ 8,379

16,013 △ 10,063

766,577 － 

－ 577,863

△ 889,037 △ 197,126

50,507 △ 146,014

1,103,765 1,606,721

1,599 4,097

△ 336,591 △ 549,766

△ 1,036 △ 1,080

営業活動によるキャッシュ・フロー 767,737 1,059,971

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

△ 20,000 － 

※2 1,287,578 － 

△ 145,325 △ 174,767

△ 9,101 △ 10,268

381,791 － 

△ 27,987 － 

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,466,956 △ 185,037

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

440,000 3,993,800

△ 641,800 △ 4,394,600

△ 1,655,000 △ 619,000

△ 2,345 △ 4,409

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,859,145 △ 1,024,209

Ⅳ 375,547 △ 149,275

Ⅴ 1,058,789 1,434,336

Ⅵ ※1 1,434,336 1,285,061

未 払 金 の 増 加 額 ( △ 減 少 額 )

当連結会計年度

 (自 平成17年 1月 1日
　 至 平成17年12月31日)

金　　　額

前連結会計年度

 (自 平成16年 1月 1日
　 至 平成16年12月31日)

金　　　額

現金及び現金同等物の増減額

現金及び現金同等物の期首残高

現金及び現金同等物の期末残高

退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 ( △ 減 少 額 )

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金

支 払 利 息

固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 評 価 損

仕 入 債 務 の 増 加 額 ( △ 減 少 額 )

未 収 還 付 税 金 の 増 減 額

そ の 他

小　　　計

区　  　分

減 価 償 却 費

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 の 増 加 額

長 期 未 収 入 金 の 減 少 額

貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 ( △ 減 少 額 )

売 上 債 権 の 減 少 額 ( △ 増 加 額 )

た な 卸 資 産 の 減 少 額 ( △ 増 加 額 )

無 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 の 受 取 額

利 息 の 支 払 額

法 人 税 等 の 支 払 額

定 期 預 金 の 預 入 に よ る 支 出

新 規 子 会 社 取 得 に よ る 収 入

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出

長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

自 己 株 式 の 取 得 に よ る 支 出

差 入 保 証 金 の 受 入 に よ る 収 入

そ の 他

短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出

短 期 借 入 に よ る 収 入
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

１． 連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数  　２社 (1) 連結子会社の数  　２社

連結子会社の名称 連結子会社の名称

 有限責任中間法人おいけインベストメント  有限責任中間法人おいけインベストメント

 有限会社おいけプロパティ  有限会社おいけプロパティ

(2) 非連結子会社の名称等 (2) 非連結子会社の名称等

非連結子会社 非連結子会社

 京都ホテル実業株式会社  京都ホテル実業株式会社

 京都ホテルサービス株式会社  京都ホテルサービス株式会社

 (連結の範囲から除いた理由)  (連結の範囲から除いた理由)

その資産、売上高、当期純利益および利益剰 同左

余金等からみて、連結範囲から除いても企業

集団の財産および損益の状況に関する合理的

な判断を妨げない程度に重要性の乏しいもの

であるため、連結の範囲から除外しておりま

す。

２. 持分法の適用に関する事項 持分法を適用しない非連結子会社の名称 持分法を適用しない非連結子会社の名称

 京都ホテル実業株式会社  京都ホテル実業株式会社

 京都ホテルサービス株式会社  京都ホテルサービス株式会社

 (持分法を適用しなかった理由)  (持分法を適用しなかった理由)

当期純利益および利益剰余金等からみて、持 同左

分法の対象から除いても連結貸借対照表等に

重要な影響を与えないため、持分法の対象か

ら除外しております。

３． 連結子会社の決算日等に関 連結子会社の決算日は、有限責任中間法人おい 同左

する事項 けインベストメントは10月31日、有限会社おいけ

プロパティは11月30日であります。連結財務諸表

の作成にあたっては、同日現在の財務諸表を使用

し、連結決算日との間に生じた重要な取引につい

ては、連結上必要な調整をおこなっております。

４． 会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準 (1) 有価証券 (1) 有価証券

及び評価方法 ①子会社株式及び関連会社株式 ①子会社株式及び関連会社株式

　非連結子会社株式については、移動平均法による 同左

　原価法

②その他有価証券 ②その他有価証券

時価のあるもの 時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法 同左

(評価差額は、全部資本直入法により処理 (評価差額は、全部資本直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定) し、売却原価は、移動平均法により算定)

時価のないもの 時価のないもの

　移動平均法による原価法 同左

(2) たな卸資産 (2) たな卸資産

原材料及び貯蔵品 原材料及び貯蔵品

　先入先出法による原価法 同左

(2) 重要な減価償却資産の (1) 有形固定資産 (1) 有形固定資産

減価償却の方法 主要な設備については、定額法によっております。 同左

なお、主な耐用年数は､５～50年であります。

(2) 無形固定資産 (2) 無形固定資産

　定額法によっております。 同左

なお、ソフトウェアについては社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

(3) 長期前払費用 (3) 長期前払費用

　用役又は期間に応じた均等償却 同左

項　目

前連結会計年度

至　平成16年12月31日)

(自　平成16年 1月 1日　

当連結会計年度

(自　平成17年 1月 1日

  至　平成17年12月31日)
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(3) 重要な引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 (1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため一般債権に 同左

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(2) 退職給付引当金 (2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度 同左

末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき、当連結会計年度末において発生している

と認められる額を計上しております。

なお、会計基準変更時差異（427,164千円）につ

いては、15年による按分額を費用処理しておりま

す。また、数理計算上の差異は、各連結会計年度

の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(７～９年)による按分額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度より費用処理することとし

ております。

(3) 役員退職慰労引当金 (3) 役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支給に備えるため、規程に基

づく連結会計年度末要支給額を計上しております。

(会計処理の方法の変更)

役員退職慰労金は、従来、支出時の費用として処

理しておりましたが、当連結会計年度から株式会

社ホテルオークラの関連会社になったことに伴

い、同社の会計処理との統一を図るとともに、期

間損益のより一層の適正化を図るため、当連結会

計年度より役員退職慰労金規程に基づく連結会計

年度末要支給見込額を引当計上する方法に変更い

たしました。この変更に伴い、当連結会計年度(平

成17年1月1日から平成17年12月31日)において販

売費及び一般管理費が13,181千円、特別損失が

84,030千円増加しております。これにより、従来

と同一の方法によった場合に比べ、営業利益及び

経常利益は13,181千円、税金等調整前当期純利益

は97,211千円、それぞれ減少しております。

(4) 重要なリース取引の処 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ 同左

理方法 るもの以外のファイナンス・リ－ス取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

理によっております。

(5) その他連結財務諸表作 　消費税等の会計処理 　消費税等の会計処理

成のための基本となる 　　税抜方式によっております。 同左

重要な事項

５． 連結子会社の資産及び負債 連結子会社の資産及び負債の評価につきまして 同左

の評価に関する事項 は、全面時価評価法によっております。

６． 連結キャッシュ・フロー計 手許現金、随時引き出し可能な預金、及び容易に 同左

算書における資金の範囲 換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少

なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償

還期限の到来する短期投資であります。

(追加情報)

「地方税法等の一部を改正する法律」(平成15年法律第９号)が平成15年

３月31日に公布され、平成16年４月１日以後に開始する事業年度より外

形標準課税制度が導入されたことに伴い、当連結会計年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」(平成16年２月13日　企業会計基準委員会　実務対応報告第12

号)に従い、法人事業税の付加価値割および資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。その結果、販売費及び一般管理費が

24,000千円増加し、営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益
が同額減少しております。

前連結会計年度 当連結会計年度

(自　平成16年 1月 1日　

至　平成16年12月31日)

(自　平成17年 1月 1日

  至　平成17年12月31日)

(自　平成17年 1月 1日

  至　平成17年12月31日)

項　目

前連結会計年度

(自　平成16年 1月 1日　

至　平成16年12月31日)

当連結会計年度
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

※ 1 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおり ※ 1 非連結子会社及び関連会社に対するものは次のとおり

であります。 であります。

投資有価証券（株式） 千円 投資有価証券（株式） 千円

※ 2 担保資産及び担保付債務 ※ 2 担保資産及び担保付債務

担保に供している資産は次のとおりであります。 担保に供している資産は次のとおりであります。

千円 千円

上記以外に信託受益権を担保に供しております。 上記以外に信託受益権を担保に供しております。

なお、信託受益権の対象となっているのは、建物 なお、信託受益権の対象となっているのは、建物

等 15,075,769千円、土地 3,959,692千円であり 等14,527,939千円、土地 3,959,692千円であり

ます。 ます。

対応債務は次のとおりであります。 対応債務は次のとおりであります。

千円 千円

１年以内返済予定長期借入金 １年以内返済予定長期借入金

長期借入金 長期借入金

※ 3 発行済株式の総数 株 ※ 3 発行済株式の総数 株

※ 4 自己株式 普通株式 株 ※ 4 自己株式 普通株式 株

（連結損益計算書関係）

※ 1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金 ※ 1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金

額は次のとおりであります。 額は次のとおりであります。

千円 千円

※ 2 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※ 2 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

千円 千円

計 16,690

器 具 備 品 6,741

そ の 他 5,088

業 務 委 託 費 700,044

建 物 4,860

減 価 償 却 費 698,831

退 職 給 付 費 用 85,770

当連結会計年度

(自　平成17年 1月 1日

  至　平成17年12月31日)

給 料 及 び 賞 与 2,337,357

515,000

16,153,420

 10,338,000

35,626

計 1,132,620

短期借入金 66,400

構 築 物 5,589

土 地 917,976

当連結会計年度

（平成17年12月31日）

50,000

建 物 209,053

賃 借 料

2,351,112

1,525,293

9,629

器 具 備 品

そ の 他

2,542

計

3,957

3,130

建 物

前連結会計年度

退 職 給 付 費 用 91,952

917,976

至　平成16年12月31日)

給 料 及 び 賞 与

(自　平成16年 1月 1日　

短期借入金 133,200

16,683,420

604,000

 　　25,481

1,141,117

50,000

前連結会計年度

（平成16年12月31日）

 10,338,000

建 物

構 築 物

土 地

計

216,875

6,265

－15－



（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※ 1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照 ※ 1 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係 表に掲記されている科目の金額との関係

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在）

現金及び預金勘定 千円 現金及び預金勘定 千円

預入期間が３ヶ月を超え 預入期間が３ヶ月を超え

る定期預金 る定期預金

現金及び現金同等物 現金及び現金同等物

※ 2 出資により新たに連結子会社となった会社の資 ※ 2
産及び負債の主な内訳
出資により新たに２社(有限責任中間法人おい
けインベストメント、(有)おいけプロパティ)
を連結にしたことに伴う連結開始時の資産及び
負債の内訳並びに出資額と取得による収入(純
額)との関係は次のとおりであります。
流動資産 千円
固定資産
連結調整勘定
流動負債
固定負債
新規子会社の取得価額
現金及び現金同等物
新規子会社取得による収入

△ 20,358,235
5,000

△ 1,351,874
△ 1,346,874

2,073,405
19,438,336
363

△ 1,148,870

  至　平成17年12月31日)

1,305,061

△ 20,000

1,285,061

当連結会計年度

(自　平成17年 1月 1日

1,434,336

1,454,336

△ 20,000

前連結会計年度

至　平成16年12月31日)

(自　平成16年 1月 1日　
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①リース取引
ＥＤＩＮＥＴによる開示を行うため記載を省略しております。

②有価証券

前連結会計年度（平成16年12月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

連結貸借対照表計上額が取得 株式

原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が取得 株式

原価を超えないもの

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 （単位：千円）

その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く）

子会社及び関連会社株式

計

当連結会計年度（平成17年12月31日）

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：千円）

連結貸借対照表計上額が取得 株式

原価を超えるもの

連結貸借対照表計上額が取得 株式

原価を超えないもの

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 （単位：千円）

その他有価証券

非上場株式（店頭売買株式を除く）

子会社及び関連会社株式

計

③デリバテｨブ取引

前連結会計年度(自　平成16年１月１日　至　平成16年12月31日)

　該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日)

　該当事項はありません。

115,239 96,887

152,613 220,648

連結貸借対照表計上額

10,000

50,000

60,000

50,000

合　　　　　計

60,000

差額

合　　　　　計

36,629

152,613 163,001

88,997

△ 26,241

△ 26,241

差額

10,387

37,374 74,004 36,629

37,374 74,004

115,239

115,239

88,997

種類

種類 取得原価 連結貸借対照表
計上額

取得原価 連結貸借対照表
計上額

小　計

小　計

10,000

連結貸借対照表計上額

37,374 123,760 86,386

小　計 37,374 123,760 86,386

68,034

△ 18,351

小　計 115,239 96,887 △ 18,351
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④退職給付

（１）採用している退職給付制度の概要 （１）採用している退職給付制度の概要

　 当社は、退職金の全額について適格退職年金制度を 　 当社は、退職金の全額について適格退職年金制度を

採用しております。 採用しております。

（２）退職給付債務に関する事項（平成16年12月31日） （２）退職給付債務に関する事項（平成17年12月31日）

退職給付債務 千円 退職給付債務 千円

年金資産 年金資産

未積立退職給付債務 未積立退職給付債務

会計基準変更時差異の未処理額 会計基準変更時差異の未処理額

未認識数理計算上の差異 未認識数理計算上の差異

退職給付引当金 退職給付引当金

（３）退職給付費用に関する事項 （３）退職給付費用に関する事項

（自　平成16年1月1日　至　平成16年12月31日） （自　平成17年1月1日　至　平成17年12月31日）

勤務費用 千円 勤務費用 千円

利息費用 利息費用

期待運用収益 期待運用収益

会計基準変更時差異の費用処理額 会計基準変更時差異の費用処理額

数理計算上の差異の費用処理額 数理計算上の差異の費用処理額

退職給付費用 退職給付費用

（４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 （４）退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

割引率 割引率

期待運用収益率 期待運用収益率

退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

数理計算上の差異の処理年数 　　７～９年 数理計算上の差異の処理年数 　　７～９年

　発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の 　発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の

年数による定額法により、翌年度から費用処理する 同左

ことにしております。

会計基準変更時差異の処理年数 　　15年 会計基準変更時差異の処理年数 　　15年

1.5%

2.0%

△ 7,117

28,478

△ 2,803

85,771

28,014

△ 152,511

51,044

16,169

△ 868,283

402,981

△ 465,302

284,777

前連結会計年度

(自　平成16年 1月 1日　

至　平成16年12月31日)

当連結会計年度

(自　平成17年 1月 1日

  至　平成17年12月31日)

△ 155,210

53,730

16,629

△ 808,470

355,860

△ 452,610

313,254

△ 15,854

2.0%

2.0%

△ 7,205

28,477

320

91,952

－18－



⑤税効果会計

1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の 1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 内訳

　(繰延税金資産） 　(繰延税金資産）

千円 千円

― ―

　(繰延税金負債）

その他有価証券差額金 千円

2. 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率の差異の原 2. 法定実効税率と税効果会計適用後の負担率の差異の原

因となった主要な項目は評価性引当金の取崩しによる 因となった主要な項目は評価性引当金の取崩しによる

ものであります。 ものであります。

⑥セグメント情報

　(1)事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度(自　平成16年１月１日　至　平成16年12月31日)において、当連結企業集団はホテル事業をおこなっており、当該

事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日)において、当連結企業集団はホテル事業をおこなっており、当該

事業以外に事業の種類がないため、該当事項はありません。

　(2)所在地別セグメント情報

前連結会計年度(自　平成16年１月１日　至　平成16年12月31日)において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および

在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日)において、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および

在外支店がないため、該当事項はありません。

　(3)海外売上高

前連結会計年度(自　平成16年１月１日　至　平成16年12月31日)において、海外売上高がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度(自　平成17年１月１日　至　平成17年12月31日)において、海外売上高がないため、該当事項はありません。

27,608

前連結会計年度

(平成16年12月31日）

当連結会計年度

(平成17年12月31日）

繰 越 欠 損 金 150,813

そ の 他 137,567

繰延税金資産小計 288,381

評 価 性 引 当 金 △ 288,381△ 477,951

繰延税金資産合計

評 価 性 引 当 金

繰延税金資産合計

繰 越 欠 損 金

繰延税金資産小計

219,047

258,903

477,951

そ の 他
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⑦関連当事者との取引

前連結会計年度　（自　平成16年1月1日　　至　平成16年12月31日）

その他の関係会社等

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 銀行借入に対する被保証については、㈱ニチレイに対し年率0.1％の保証料を支払っております。

(2) 日冷商事㈱との京都ホテルオークラの賃借取引は平成16年３月で終了しております。

(3) 取引金額には消費税等は含まれておりません。

当連結会計年度　（自　平成17年1月1日　　至　平成17年12月31日）

その他の関係会社等

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(1) 銀行借入に対する被保証については、㈱ニチレイに対し年率0.1％の保証料を支払っております。

(2) 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

18,673 前払費用 4,939

業務提携報酬 116,481 未払金 122,305

2,240

人件費 39,010 未払金 5,600

2,531,000 ― ―

製品の仕入 雑貨原価 19,334 買掛金

－

期末残高

－

－

科目

－

242
不動産の
売買・賃貸
・管理

334,750

議決権等の

所有(被所有）

割合（％）

(被所有)
直接35.8
間接0.2

－

関係内容

役員の
兼任等

事業上
の関係

2,865,00030,307
ビルの管理
業務受託

取引金額
(千円)

食品事業及
び低温物流
事業並びに
不動産事業

兼務１名

事務所の
賃貸

銀行借入に対す
る債務被保証

建物の賃借－ 建物の賃借

出向者契約

共同販促費㈱ホテル
オークラ

東京都
港区

ﾎﾃﾙ営業会
社等の支
配・管理及
びﾎﾃﾙ・食
堂等の技術
指導並びに
不動産の賃
貸借

(被所有)
直接24.1 兼務１名

会社等
の名称 取引内容

業務提携契
約および販
売提携契約

東京都
港　区

その他の
関係会社 ㈱ニチレイ

東京都
中央区

その他の
関係会社の
子会社

日冷商事㈱

属性 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容又
は職業

ﾚｽﾄﾗﾝ事業
その他事業 ― ―

その他の
関係会社

㈱ニチレイ

その他の
関係会社の
子会社

㈱ホテル
オークラエ
ンタープラ
イズ

東京都
港区 75

3,000

30,307 (被所有)
直接19.4 ― 銀行借入に対す

る債務被保証

銀行借入に
対する債務
被保証

東京都
中央区

食品事業及
び低温物流
事業並びに
不動産事業

期末残高所有(被所有） 役員の
兼任等

事業上
の関係割合（％）

関係内容

取引内容 取引金額
(千円) 科目属性 会社等

の名称 住所
資本金又
は出資金
(百万円)

事業の
内容又
は職業

議決権等の
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（１株当たり情報）

１株当たり純資産額 円 １株当たり純資産額 円

１株当たり当期純利益 円 １株当たり当期純利益 円

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、

潜在株式がないため、記載しておりません。 潜在株式がないため、記載しておりません。

（注）1. 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式の発行がないため記載しておりません。

2. １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　　  １株当たり当期純利益金額

　　　  当期純利益(千円)

　　　  普通株主に帰属しない金額(千円) ―　 ―　

　　　  普通株式に係る当期純利益(千円)

　　　  期中平均株式数（株）

   至　平成17年12月31日）

444,927

444,927

10,305,979

104.20

43.17

当連結会計年度

(自　平成17年 1月 1日   

至　平成16年12月31日）

当連結会計年度

(自　平成17年 1月 1日   

   至　平成17年12月31日）

前連結会計年度

10,316,973

(自　平成16年 1月 1日   

至　平成16年12月31日）

156,669

156,669

58.47

15.18

前連結会計年度

(自　平成16年 1月 1日   
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５．生産、受注及び販売の状況

(1) 収容能力及び収容実績

(ｲ）京都ホテルオークラ

室 室 室 ％ 室 室 室 ％

室 名 名 室 名 名

室 名 名 室 名 名

(ﾛ) からすま京都ホテル

室 室 室 ％ 室 室 室 ％

室 名 名 室 名 名

室 名 名 室 名 名

(注)　収容能力の内容は下記の基準により算出したものであります。

1. 客室は部屋数に営業日数を乗じて算出しております。

2. 食堂は椅子数に営業日数を乗じて算出しております。

3. 宴会は正餐形式による椅子数に営業日数を乗じて算出しております。

(2) 販  売  実  績

（単位：千円）

(注) 1. 受注生産はおこなっておりません。

2. 上記金額には、消費税等は含んでおりません。

6.4

9,827,345 100.0

前年同期比(％)

101.1

97.1

100.0

98.9

92.3

623,651

10,123,581

レ ス ト ラ ン 部 門

そ の 他 部 門

合 計

623,562

前連結会計年度

(自　平成16年 1月 1日　

至　平成16年12月31日)
区分

宿 泊 部 門

宴 会 部 門

構成比(％)

28.9

38.5

金　　額

26.4

6.2

2,929,769

3,896,513

2,673,736

100.0

回転

5 273,750 137,555 0.50

3,597,748 36.6

2,643,814 26.9

回転

4 78,488 99,543 1.27

251 91,615 74,814 81.66

当連結会計年度

(自　平成17年 1月 1日

  至　平成17年12月31日)

室数 収容能力 収容実績 利用率

回転

13 775,400 265,525 0.34

回転

11 283,695 577,300 2.03

322 117,530 98,033 83.41

当連結会計年度

(自　平成17年 1月 1日

  至　平成17年12月31日)

室数 収容能力 収容実績 利用率収容能力 収容実績 利用率

食　　堂

117,852 97,720 82.92

回転

282,334 604,067

宴　　会

11

13

当連結会計年度

至　平成16年12月31日)

(自　平成16年 1月 1日　

客　　室

室数

322

区分

2.14

回転

777,600 264,837 0.34

0.54

101,837 1.30

宴　　会

回転

食　　堂

5 274,500

4 78,636

当連結会計年度

(自　平成17年 1月 1日

  至　平成17年12月31日)

金　　額 構成比(％)

2,962,130 30.1

区分

149,493

71,558
客　　室

至　平成16年12月31日)

(自　平成16年 1月 1日　

前連結会計年度

回転

77.89

利用率

251 91,866

収容実績室数 収容能力
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